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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第141期

第１四半期連結
累計期間

第140期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 89,620 375,098

経常利益 （百万円） 325 3,013

四半期（当期）純利益 （百万円） 353 2,032

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 112 4,603

純資産額 （百万円） 37,665 38,300

総資産額 （百万円） 180,421 182,530

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 5.31 30.51

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） - -

自己資本比率 （％） 20.8 20.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は第140期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第140期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、前第１四半期連結累計期間においては四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減による落ち込

みが見られたものの、政府の経済対策や日銀の金融緩和が景気を下支えし、持ち直しつつあります。しかしなが

ら、円安の影響一巡による企業収益の伸び悩み、輸入原材料価格やエネルギーコストの高止まりという懸念材料が

残る状況は続いています。

　紙パルプ業界におきましては、国内においては人口減少やＩＣＴ化の進行、消費増税後の反動減もあり、紙、板

紙とも需要は前年比減少となっています。また、海外市況も依然低迷状況にあります。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高896億20百万円、営業利益１億53百万円、経常利益

３億25百万円、四半期純利益３億53百万円となりました。

 

　当第１四半期連結累計期間の業績をセグメント別にみると次のとおりです。

＜国内拠点紙パルプ等卸売事業＞

　国内においては昨年度の消費税増税前の駆け込み需要の反動による需要減少が見られ、売上高は、779億76百万

円、営業利益は８億17百万円となりました。

＜海外拠点紙パルプ等卸売事業＞

　香港、中国等の販売は順調であったが、中国以外の新興国では勢いを欠く状態となっていることから、売上高

は、112億72百万円、営業損失は２億２百万円となりました。

＜不動産賃貸事業＞

　一部の物件でテナントの退去もありましたが、KPP八重洲ビルは満室稼働を維持していることから、売上高は、

３億71百万円、営業利益は１億33百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間の総資産額は、売上債権の減少等により、前連結会計年度末に比べて21億９百万円減

少し、1,804億21百万円となりました。

　負債は、借入金の返済等により、前連結会計年度末に比べて14億74百万円減少し、1,427億56百万円となりまし

た。

　純資産は、配当金の支払い等により、前連結会計年度末に比べて６億34百万円減少し、376億65百万円となりま

した。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。

 

(4) 研究開発活動

　特記事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 267,500,000

計 267,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 67,027,406 67,027,406 非上場
単元株式数

1,000株

計 67,027,406 67,027,406 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 67,027,406 － 3,442 － 1,160

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　    433,000

 

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 66,382,000 66,382 －

単元未満株式 普通株式　　    212,406 － －

発行済株式総数 　　　　　　　67,027,406 － －

総株主の議決権 － 66,382 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式694株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

国際紙パルプ商事㈱
東京都中央区明石町

６－24
433,000 － 433,000 0.65

計 － 433,000 － 433,000 0.65

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　当四半期報告書は第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、四半期連結損益計算書及び四半期連

結包括利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,082 2,258

受取手形及び売掛金 108,892 105,195

電子記録債権 5,663 7,541

商品 16,574 17,215

その他 4,639 4,191

貸倒引当金 △1,077 △1,332

流動資産合計 136,776 135,069

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,650 6,538

土地 15,750 15,750

その他（純額） 433 422

有形固定資産合計 22,835 22,711

無形固定資産   

のれん 612 595

その他 170 178

無形固定資産合計 783 773

投資その他の資産   

投資有価証券 20,010 19,782

退職給付に係る資産 142 99

その他 2,333 2,354

貸倒引当金 △350 △370

投資その他の資産合計 22,136 21,866

固定資産合計 45,754 45,351

資産合計 182,530 180,421
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 80,175 78,609

電子記録債務 2,664 2,332

短期借入金 32,411 30,340

コマーシャル・ペーパー 3,000 7,000

未払法人税等 563 43

引当金 1,068 522

その他 4,004 4,039

流動負債合計 123,887 122,887

固定負債   

長期借入金 13,152 12,814

退職給付に係る負債 536 889

引当金 569 213

負ののれん 417 347

その他 5,668 5,604

固定負債合計 20,343 19,868

負債合計 144,230 142,756

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,442 3,442

資本剰余金 7,670 7,670

利益剰余金 23,891 23,499

自己株式 △151 △151

株主資本合計 34,853 34,461

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,357 2,352

繰延ヘッジ損益 △0 △4

為替換算調整勘定 886 716

退職給付に係る調整累計額 39 △19

その他の包括利益累計額合計 3,283 3,043

少数株主持分 163 160

純資産合計 38,300 37,665

負債純資産合計 182,530 180,421
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：百万円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年６月30日）

売上高 89,620

売上原価 84,218

売上総利益 5,402

販売費及び一般管理費 5,248

営業利益 153

営業外収益  

受取利息 55

受取配当金 171

負ののれん償却額 69

その他 80

営業外収益合計 376

営業外費用  

支払利息 107

為替差損 15

売上債権売却損 7

持分法による投資損失 57

その他 17

営業外費用合計 204

経常利益 325

特別利益  

投資有価証券売却益 21

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 333

その他 1

特別利益合計 356

特別損失  

固定資産除却損 0

特別損失合計 0

税金等調整前四半期純利益 681

法人税、住民税及び事業税 41

法人税等調整額 288

法人税等合計 329

少数株主損益調整前四半期純利益 352

少数株主損失（△） △1

四半期純利益 353
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：百万円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年６月30日）

少数株主損益調整前四半期純利益 352

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △5

繰延ヘッジ損益 △3

為替換算調整勘定 △54

退職給付に係る調整額 △59

持分法適用会社に対する持分相当額 △116

その他の包括利益合計 △239

四半期包括利益 112

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 114

少数株主に係る四半期包括利益 △2
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結の範囲の重要な変更）

　　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社コスモリサイクルセンターは、連結子会社で

あるむさし野紙業株式会社との吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤

務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が215百万円増加し、退職給付に係る資産が

110百万円減少し、利益剰余金が209百万円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 １ 保証債務

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

DPIC Biltube Private Limited 248百万円 227百万円

DaiEi Papers Korea Company Limited 199 191

DaiEi Papers (INDIA) Pte Ltd 109 106

Sam Rich Trading Co.,Ltd 32 29

計 589 554

 

 ２ 受取手形割引高及び輸出為替手形割引高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形割引高 15百万円 38百万円

輸出為替手形割引高 2 4

 

 ３ 流動化に伴う買戻義務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 1,701百万円 1,707百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん償却額及び負のの

れん償却額は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 168百万円

のれん償却額 17

負ののれん償却額 69
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年６月30日）

　　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 532 8 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２ 
国内拠点紙パ

ルプ等卸売

海外拠点紙パ

ルプ等卸売
不動産賃貸 計

売上高       

外部顧客への売上高 77,976 11,272 371 89,620 - 89,620

セグメント間の内部売上

高又は振替高
2,409 161 3 2,573 △2,573 -

計 80,386 11,433 374 92,194 △2,573 89,620

セグメント利益又は損失

（△）
817 △202 133 748 △594 153

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△594百万円は、セグメント間取引消去３百万円及び

全社費用△598百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の管理

部門における一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 ５円 31銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（百万円） 353

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 353

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,593

　 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月13日

国際紙パルプ商事株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　　均　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　政人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際紙パルプ商

事株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際紙パルプ商事株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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